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日本産科婦人科学会学会員の年齢別・男女別・施設別分布
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日本産科婦人科学会会員の勤務実態調査2014

50歳以下では女性が50%
総合47%，地域44%
病院37%，診療所16%

産婦人科では，女性医師
が急速に増加している．
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女性医師支援のポイント

１．男性医師に理解を得る．
（チーム医療，当直翌日の勤務緩和，分娩手当など待遇改善）

２．現場から遠のかせない配慮をする．
（妊娠，育児中の勤務緩和．時短勤務．院内保育所設置）

３．全体の仕事量の軽減を図る．
（セミオープンシステム，院内助産，助産師外来，IT化など）

４．仕事にモチベーションを与える．
（診療では到達目標．研究テーマを与える）

５．指導的立場の女性医師を育てる．
（診療のみならず，臨床研究を容易にする）

女性医師支援の到達目標は，就労継続ではなく，
一人でも多くの指導的立場の女性医師を育てること．

2



230519
240908

248611
255792

262687
270371

277927
286699

295049
303268

311205

11391 11264 11269 11059 11034
10594

10074 10389 10652 10868 11085

0

5000

10000

15000

20000

25000

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

1
9

9
4

1
9

9
6

1
9

9
8

2
0

0
0

2
0

0
2

2
0

0
4

2
0

0
6

2
0

0
8

2
0

1
0

2
0

1
2

2
0

1
4

総数 産婦人科
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小児科医数医師総数

厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師調査2014

2004年研修医制度開始 2009年医学部定員8486名（700名増員）

2004年以降15.1%の増加

2004年以降4.6%の増加

研修医制度の義務化は診療科偏在を加速している．
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病院勤務医１カ月当たりの平均当直回数の推移

2000年 2008年

2009年 2010年

2011年 2012年

2013年 2014年

2015年

医師数の微増にもかかわらず，産婦人科勤務医師の
当直回数の改善はなく，他の診療科に比較し多い．

日本産婦人科医会勤務医部会調査2015年
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過労死の
認定基準
（月80時間）

労働基準法
（週40時間）

317 317 314
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在院時間はわずかに改善したが，最近４−５年は不変．

＊推定在院時間＝当直を除く１週間の勤務時間
と平均当直回数より１ヶ月を30日間として算出

日本産婦人科医会勤務医部会調査2015年
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分娩施設の常勤医師の内訳（施設あたりの医師数）

妊娠・育児

女性

男性

女性医師は40%
妊娠育児中20%

女性医師は30%
妊娠育児中10%

病院勤務医師のなかで，増加したのは妊娠・育児中の女性医師のみ．

日本産婦人科医会勤務医部会調査2015年
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当直翌日勤務緩和実施率(%)

緩和あり 100%実施

22.6%は当直すら緩和され

ていないが，一方で行き過
ぎた緩和が行われている．

分娩取扱い免除は，キャリ
ア形成に影響し，勧められ
ない．

当直翌日の勤務緩和は，子
育てに関わらない医師のた
めのものだが，４分の１の施
設で院内にシステムはある
ものの，100%実施率は1.4%

で，実質何ら緩和がないに
等しい．
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女性のもう一つの問題は，常勤先のないフリーの医師の
増加である．今後，フリーの医師の活用法が課題となる．

日本産婦人科医会勤務医部会調査2015年
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常勤先のない医師の年齢分布

フリーの医師の年齢分布は男女でことなり，女性では半数
以上を30歳代が占める．

産科医師を増やしてもこの年代の離
職対策を立てなければ極めて非効率

日本産婦人科医会勤務医部会調査2015年

自身の出産育児

大学院など
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日本産科婦人科学会ホームページ
（男女共同参画・ワークライフバランス改善委員会）
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日本産婦人科医会ホームページ
（勤務医部会）13
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結語

「男は狩りに出て、女は家を守る」といった世界共通の
伝統的な家庭の形態が変わり始めている。お互いに
仕事を持ち、家事を共有することが夫婦の円満に必
須で、かつ、社会に求められている。

2010年の英国の調査では、率先して家事を手伝う夫
は全体の25%で、妻が仕事を始めると離婚の危険性
は約2倍近く増加するが、夫の家事参加によって、そ
の危険性は最小限に抑えられると指摘している。
Sigle-Rushton, Wendy (2010) Men’s unpaid work and divorce: reassessing specialization and trade in British 
families. Feminist economics, 16 (2). pp. 1-26. ISSN 1354-5701より引用

まさに、家庭での男女共同参画が
求められているのである。
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